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2開始前に

ご留意いただきたい事項

本ウェブセミナーで示される見解は発表者の個人的な見解であり、必ずしも国際会計基準審議会
（IASB）あるいはIFRS財団の見解を示すものではありません。

ディスカッション・ペーパー、付随する資料及び本プレゼンテーションで使用されるスライドは、

共通支配下における企業結合のプロジェクトページよりダウンロードできます。
https://www.ifrs.org/projects/work-plan/business-combinations-under-common-control/

https://www.ifrs.org/projects/work-plan/business-combinations-under-common-control/
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はじめに

アジェンダ
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取得法の適用方法

簿価法の適用方法

おわりに
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5

共通支配下の企業結合に関するより良い情報の提供

本プロジェクトの目的

IFRS第3号「企業結合」は取得法を要求しているが、
共通支配下の企業結合は扱っていない

IASBの目的

透明性の改善比較可能性の改善

類似した取引が
異なる方法で

報告されている

そのような企業
結合は一般的に
行われている

アジェンダ協議
での優先プロ

ジェクトである

証券規制当局から
特に懸念が

示されている

取得法または簿価法

目的適合性のある情報



6

6プロジェクトの範囲

移転先企業どの会社か

共通支配下の事業譲渡どの取引か

典型的には連結財務諸表どの財務諸表か

IFRS基準のギャップを埋める

P

BA

C C

P社は、A社、B社、
C社を共通支配し
ている

C社は事業

A社は
移転先企業
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7IASBの焦点

非支配株主

潜在的な株主

融資者及び他の債権者

移転先企業（A社）の財務諸表の
主要な利用者のための有用な情報

P

BA

C C

コストと便益がトレードオフになる

主要な利用者は、それぞれ異
なる情報を必要としている可

能性がある



どちらの方法を適用するか
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9IASBが予備的見解を形成する過程で聴取した内容

常に簿価法を
使用している

コストと便益が

トレードオフになるが、
常に取得法を
使用している

取得法を使用する場

合もあれば、簿価法を
使用する場合もある

非支配株主が影響を
受けるときは、
取得法を使用する

非支配株主が影響を
受けないときは、
簿価法を使用する
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10IASBの予備的見解 — まとめ

非支配株主が影響を受ける場合は、

取得法を適用する
どのように線引きするか

取得法、簿価法ともに

すべてのケースに適用することはできない
一つの方法をすべてのケースに適用
できるか

取得法については、
例外と免除となる場合を設ける

コストと便益のトレードオフにはど
う対応するか

一つの方法を全ての取引に適用することはできない

上記以外の場合はすべて簿価法を適用するどのような場合に簿価法を適用する
か
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11
非支配株主に影響を与える企業結合
公開企業及び非公開企業

P

BA

C

企業結合 共通支配下の企業結合

P

BA

P2P1

A B

C

結合前 結合後 結合前 結合後

C

P1

A

C

非支配
株主

非支配
株主

非支配
株主

非支配
株主

取得法が有用な情報を提供する

IFRS 第3号が適用される企業結合と類似
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12免除及び例外

取得法を要求
非支配株主が反対しなけ
れば、簿価法を認める

公開企業 非公開企業

非支配株主が企業の関連
当事者の場合、簿価法を

要求する

取得法の選択的な免除 取得法の関連当事者の例外

非支配持分が「小さい」または「本質的でない」場合、どうするか

コストは、便益により正当
化されると推定

コストは正当化されない
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13
100％所有会社間での企業結合
非公開企業、株式公開前の企業を含む

結合前

簿価法が有用な情報を提供する

企業結合がどのように構成されても類似した情報が提供される

P

A

B

P

B

A

結合後

PP

BA 新会社

BA

P

持株会社

BA

ケース1 ケース2
シナリオ1 シナリオ2 シナリオ3
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14融資者及び他の債権者

元本及び利息の支払経済的利益

信用分析

情報ニーズ

企業が融資を受ける、返済する能力

キャッシュ・フロー及び融資枠

融資者及び他の債権者が必要とする情報は、取得法、簿価法のどちらが使用されても
ほとんど影響を受けない

特定の資産の公正価値の情報は有用だが、信用分析の結果は
当該情報にはあまり左右されない
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15どちらの方法を使うかの決定方法

取引が移転先企業の非支配株主に影響を与えるか

取得法簿価法

移転先企業の株式は公開の市場で取引されているか

すべての非支配株主が移転先企業の関連当事者か
（関連当事者の例外）

移転先企業が簿価法の使用を選択し、非支配株主が
反対していないか（選択的な免除）

はい

いいえ

いいえはい

はい

いいえ

はい

いいえ



取得法の適用方法
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17取得法の概要

シナジー

支払対価の
公正価値

等価の交換

取得した事業
の公正価値

IFRS第3号が適用される企業結合

支払対価の
公正価値

シナジー

取得した資産および
負債
（公正価値で測定）

非関連当事者間の割安購入

残余として
測定されたのれん

残余として
測定された利益

取得した資産および
負債（公正価値で測
定）

取得した事業
の公正価値
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18IASBの予備的見解—まとめ

取得法はすでにIFRS第3号で定められている

「割安購入」の場合は、出資を認識する特別な扱い

IFRS第3号に規定されている取得法を適用する一般原則

取引価格に関する情報を開示する開示
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19IASBの予備的見解の説明

シナジー

支払対価の
公正価値

等価の交換

取得した事業
の公正価値

共通支配下の企業結合に取得法を適用する

支払対価の
公正価値

シナジー

取得した資産および
負債
（公正価値で測定）

共通支配下の割安購入

残余として
測定されたのれん

残余として
測定された出資

取得した資産および
負債
（公正価値で測定）取得した事業

の公正価値



簿価法の適用方法
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21簿価法の説明

公正価値また
は帳簿価額に
よる支払対価

受け取った資
産および負債
（移転対象企
業または支配
当事者の帳簿

価額）

受け取った資
産および負債
（移転対象企
業または支配
当事者の帳簿

価額）

公正価値また
は帳簿価額に
よる支払対価

資本の減少

資本の増加

簿価法の適用方法には、実務上不統一が生じている

結合前情報の提供方法の不統一を含む
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22結合前情報へのアプローチ

結合日

比較期間 当報告期間

t + 0 t + 1 t + 2

連結情報
情報はすべての結合企業に
おいて修正再表示される

連結情報
情報は移転先企業について
のみ提供され、修正再表示

されない

結合日

比較期間

t + 0 t + 1 t + 2

当報告期間

遡及的アプローチ 非遡及的アプローチ



23

23IASBの予備的見解—まとめ

IFRS基準で定める単一の簿価法

一般的に帳簿価額で測定支払対価

移転対象企業の帳簿価額で測定受け取った資産および負債

資本の増加または減少として認識差額

移転先企業についてのみ提供、修正再表示なし結合前情報



おわりに
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25IASBの予備的見解の影響

取得法 取得法または多様な簿価法

取得法 特定の簿価法

IFRS第3号で扱っている
企業結合

IFRS第3号で扱っている企業結合 及び
それに類似した共通支配下の企業結合

その他の共通支配下の
企業結合

共通支配下の企業結合

現在

IASBの予備的見解
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26次のステップ

2020年11月

ディスカッション・ペー
パーのフィードバック

2021年10～12月

ディスカッション・ペー
パーの公表

2020年12月～2021年8月
(コメント期限 : 2021年9月1日)

コメント期間及び
アウトリーチ

ご支援していただきたいこと

• アウトリーチへの参加

• コメント・レターの提出
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